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 根 保 証
⑴ 民法第 465 条の（極度額）及び第 465 条の	（元本確定事由）の規
律の適用範囲を拡大し，保証人が個人である根保証契約一般に適用するも
のとする。
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る 2003 年のデュトレイユ法（loi Dutreil）は，より一般的に「事業者である債
権者」を対象とするため，与信機関に適用されることとなる22)。
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① Le CEPME（Le crédit dʼequipement des petits et moyennes entreprises =中小





23） Cabrillac et Mouly, op.cit., n˚356, p.341 et suiv.
24） Cabrillac et Mouly, op.cit., p.344.
25） 平野・前掲注 11）204 頁。
停止しているとされる。
② SDR（Les sociétés de développement régional = 地方開発公社） 特定の地域
の企業に独自の基金を供給するために設立されたものであり，①の CEPME
が中小企業の融資を保証した場合に，その求償権を担保（保証）する。
③ BFCE（la Banque française pour le commerce extérieur =フランス輸出取引銀
行） 輸出業者の債権を流動化し，または外国の買主のために融資をする銀行
に対して保証をする機関である。この BFCEは，1946 年に設立され，1996 年
に Credit Nationalとの合併により Natexis S.A.となった。そして，1998年に
は Banque Populaireに買収され，2006 年にその活動の再編成によって NATI-
XISとなっている。それゆえ，現在では，NATIXISがその業務を承継してい
る（http://www.natixis.com/natixis/jcms/j_6/accueil）。
④ SOFARIS（Société française dʼassurence du capital risque des PME =フランス
中小企業リスク投資保険会社） 1982 年に設立された機関であり，中小企業の間
接的支援策としての信用保証を重点政策とする。この SOFARISも，現在では，







































26） 学説による保証の類型化の提案については，平野・前掲注 11）205 208頁参照。
27） Aynès et Crocq, op.cit., n˚111, p.24.
に協力させることを目的とするものである。
このような，保証人が自然人と法人のいずれであるか，という区別に加えて，
2003 年月日の法律第 721 号（Loi n˚2003-721 du 1er août 2003 pour lʼinitiative
économique =経営主導のための法律。その推進者の名をとってデュトレイユ法（前
掲）と呼ばれる）は，すべての「事業者である債権者」（créancier professionnel）



















敗か？」ジュリスト 1365 号 95 頁（2008年）。
29） フランス民法典における保証制度を概観するものとして，上井長久「フランス法にお






















制定から 1984 年までが保証人に厳しい時期であり，② 1984 年月日の法律
から 1998年月 29 日の法律までは，保証人の保護に厚く，債権者に過度に不
利な制度になるとする。そして，③ 2002 年には，判例が債権者に過度に不利




30） Aynès et Crocq, op.cit., n˚210, p.75.
31） ピエール・クロック（平野裕之訳）「フランス法における保証人に対する情報提供









 2003 年法以前 1989年のネイエルツ法
手書きの記載に関しては，1989年 12 月 31日の法律（個人と家族の過剰債務













42巻号 49 50 頁（2009年）参照。
33） 大沢・前掲注 32）73 76 頁。
34） Aynès et Crocq, op.cit., n˚210, p.75.
35） 消費法典の規定の訳は，後藤巻則 =野澤正充ほか訳「フランス消費法典」クレジット
























36） Aynès et Crocq, op.cit., n˚210, p.75. なお，大沢・前掲注 32）77頁参照。
37） 破毀院第民事部 2004 年 11 月日判決（RTDC 2005, p.403, obs. D.Houtcieff）。








の法律」）第 657号 101 条は，同条に第項を付け加えた。















39） Aynès et Crocq, op.cit., n˚243, p.98.
40） 大沢慎太郎「フランスにおける保証人の保護に関する法律の生成と展開（・完）」比
較法学 42巻号 39頁（2009年）参照。
















































そこで，1994 年月 21日の法律（住居に関する法律）第 624 号 23 条は，1989
年月日の法律（賃貸借関係の改善を目的とする法律）第 462 号に 22 条を
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42） 破毀院第民事部 2009年月日判決（Bull.civ.Ⅰ, n˚173）。
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追加して，次のように規定した44)。




















1994 年月 11日の法律（マデラン法〔loi Madelin〕）47条項（現・通過金融
法典 L.313 21 条項）は，個人経営者を保護するために，その保証契約の締結
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44） 規定の訳は，大沢・前掲注 40）32 33 頁による。


























46） Aynès et Crocq, op.cit., pp.130-131.















防及び同意整理に関する法律）第 148号 48条（現・通貨金融法典 L.313 22 条）
である。すなわち，同条は，金融機関に対し，毎年，遅くとも月 31日より
前に，保証人ないしその相続人への，保証の存在，その任意解約の可能性，お
よび，前年の 12 月 31日における被担保債務額を通知することを義務づけた。
L.313 22 条 自然人又は法人による保証契約を条件として，企業に対す
る融資に同意した金融機関は，毎年遅くとも月 31日までに，保証人によ




47） 大沢・前掲注 32）67 68頁。



















① 1994 年月 11日の法律（前掲マデラン法）47条項は，「個人経営者の
職業上の債務を担保するために自然人によって合意された期間の定めのない保




50） Aynès et Crocq, op.cit., n˚292, p.132.
51） Aynès et Crocq, op.cit., n˚292, p.132.
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53） 破毀院商事部 1993 年 12 月 14日判決（Bull.civ.Ⅳ, n˚467）。
54） Aynès et Crocq, op.cit., n˚292, p.133.
契約が自然人によって締結された場合に限られるが，金融機関だけではなく，
すべての債権者に，上記の情報提供義務を課すものである。























55） Aynès et Crocq, op.cit., n˚293, p.134.
通知された日までに発生する遅延賠償金又は遅延利息の支払義務を負わな
い56)。



















56） 規定の訳は，大沢・前掲注 32）82 頁による。
57） 規定の訳は，大沢・前掲注 40）40 頁による。
58） 規定の訳は，後藤 =野澤ほか・前掲注 35）88 89頁による。
過剰債務手続の開始を知らせなければならないとしたものである59)。
 過大な保証の禁止 比例原則
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占める場合にこれを認めたものがあるとされる64)。
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66） 規定の訳は，大沢・前掲注 40）50 頁による。




⑷ そ の 他
近年，保証人の保護に関して，以下の法政策が採られている。
 保証人の必要最低限の生活費の保障
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70） Aynès et Crocq, op.cit., n˚301, p.142.


























72） Aynès et Crocq, op.cit., n˚303, pp.143-144.
73） Aynès et Crocq, op.cit., n˚304, p.144. なお，ピエール・クロック（野澤正充訳）「21世














より具体的には，1989年 12 月 31日の法律（ネイエルツ法）により，につい
て，①手書きの記載が要求され，②主たる債務者の支払事故に関する債権者の
情報提供義務が課され，かつ，③比例原則が導入された。そして，について
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79） Aynès et Crocq, op.cit., n˚210, p.76. なお，クロック・前掲注 31）192 193 頁，大沢・
前掲注 32）49 50 頁も参照。
80） A-S. Barthez et D.Houtcieff, Traité de droit civil, Les sûretés personnelles, L.G.D.J.,
2010, n˚543, p.391.
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83） 補足説明・前掲注）227頁。
たい。
【付 記】
本稿は，2012 年度の全国銀行学術研究振興財団の助成を受けた研究の一環であ
る。
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